
小規模建築物の圧密沈下計算方法（案） NPO 住宅地盤品質協会（案）K001-2011

1. 適用範囲 

小規模建築物を軟弱粘性土地盤上に建築する場合に、盛土荷重と建物重量により下部地盤に圧密沈下を生

じる。その計算方法について示す。 
 

2. 基本事項 

軟弱地盤における沈下は、即時沈下と圧密沈下に大別されるが、ここでは影響の大きい圧密沈下について

示す。SWS 試験結果から、沈下計算を行うには圧密試験に代わり少なくとも土を採取し含水比を計測するな

どにより沈下計算を行うこととする。サンプリングは推奨（案）C002-2011 を参照。 
住宅地盤の沈下トラブルでは、住宅荷重による沈下とともに盛土下部地盤の残留沈下によるものが多くみ

られるので、盛土が新しい場合は残留沈下の計算も行うこととする。 
 

3. 定義及び計算位置 

ここでは、建築学会の指針等で示される慣用の一次元圧密理論に基づいた戸建住宅における実務的な圧密

沈下計算法について定義する。沈下量の評価は建物中央で行うことが多い。 
盛土が新しい場合は、盛土荷重による沈下量を計算し住宅荷重の沈下量に加える。 

              

 

4. 土層設定 

沈下計算に際して、圧密対象層は、有効上載圧力σと圧密降伏応力 Pc（圧密試験の結果）との関係から正

規圧密か過圧密かを判断するのが原則である。しかしながら実務上は圧密試験を実施されることは少ないの

で、SWS 試験結果とサンプリング結果及び、近隣のボーリング結果や圧密試験を参考にして、地盤を粘性土

（圧縮層）、砂質土（非圧縮層）等にモデル化する。 
参考として SWS から求まる qu を利用し Pc を求める方法（Pc≒1.5qu）もある。また小規模指針では Wsw

が 0.75kN 程度以下の層と読み替えてもよいとの記述もある。しかしこれらの適用には近隣の圧密試験の実績

に基づき圧密対象層か否かを決定することが望ましい。 
 

5. 地中応力の計算  

① 住宅荷重は長方形の等分布荷重 q として計算する。隅角下の深さ Z における地中増加応力⊿σの計算は

原則としてブーシネスクの式を積分した式を使用する。 
 
 
 
 
 

ｍ＝B/Z, n=L/Z  
この計算式は隅角直下の地中応力を計算している。 
中央部の応力は方形を４分割して計算し合計する。（長方形分割法） 
圧密対象層の各層の中央の深さで地中応力を計算する。 

② 広い盛土がある場合の地中応力の計算は、小規模指針の計算例 5.を参考に、建物と盛土荷重を分けて、

長方形に分割し地中応力を計算し合計する。それほど広くない盛土の場合は建物と同じ範囲で計算すると

比較的簡易に計算できる。 
注）荷重分散法（ボストン・コード法）は全体が均一な地中応力となり、中央部の応力は長方形分割法

の方が 1.3～1.7 倍大きくなる。荷重分散法での沈下量の評価は余裕をみること。 
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6. 沈下量の計算式 

圧密沈下の計算は e 法、ｍｖ法、Cc 法の 3 つの式がある。 
このうち mv法は、沈下量の計算方法が単純で荷重規模が小さいこともあり用いられることが多い。 

 
S= m v・ΔP・H 
    

S：圧密沈下量 (m)  

m v：体積圧縮係数 (m2/kN) 

ΔP：地中増加応力 (kN/m2) 

 H：圧密対象層厚 (m) 
 

沈下計算深度は荷重面から基礎幅の 2 倍程度であり、10m 程度が多い。ただし、広い造成地では新規盛土

荷重が、深い範囲へ影響する場合もあるので実情に応じて決定する。 
 

7. 盛土下部地盤の残留沈下の計算 

盛土下部地盤の残留沈下量＝（盛土下部地盤の全沈下量）×（1－圧密度 U） 

圧密度 Uは時間係数 Tvとの表から求める。 

 

 

 

 

 

時間係数 Tv＝（圧密係数 Cｖcm
2/日）×経過日数/（粘土層の層厚 cm）2 

  ただし両面排水の場合は粘土層の層厚は 1/2 となり沈下終了日数は 1/4 となる。 

 

 

 

 
 
 
 
 

注）含水比 100％程度の粘土層を想定している。 

粘土層が 10m あると圧密度 80％に達するためには約 10 年を要する。 
 

8. 許容沈下量と不同沈下 

許容沈下量は、住品協技術基準書及び小規模指針では、べた基礎の標準値は 10ｃｍとされておりこれらを

参考にする。設計目標値としては、むしろ傾斜角、変形角にて評価することが望ましい。偏荷重や盛土荷重

を考慮した場合、建物の傾斜角が計算できる。小規模指針では傾斜角 3/1000 以下、変形角 2.5/1000 以下が

示されている。傾斜角は要求性能や沈下計算の精度によってはさらに安全を考慮するなどの配慮が必要であ

る。また変形角は基礎の剛性を考慮していないので実際には軽減される。剛性を考慮した設計は、建築学会

基礎指針を参考にされたい。 

 

U と Tvの関係

荷重分散法と長方形分割法の違い 
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9.  土質定数の決定 

① ｍｖの決定は次の方法で行う。 

A) 圧密試験を実施する。 

B) 既存の近隣データからｍｖを収集する。 

C) 既存の近隣データから粘着力を収集しｍｖに換算する。 

例えばｍｖ＝1/(80C）：大阪  ｍｖ＝1/(52C）：関東 

D) 既存の近隣データから含水比を収集しｍｖに換算する。 

例えばｍｖ＝10×10-5・ｗｎ
A   A=1.2-0.0015(σ0＋⊿σ/2)：関東陸成粘土 

E) SWS 試験時にサンプリングし含水比を測定しｍｖに換算する。 

F) SWS 試験データを参考に Wsw を粘着力に換算し推定する。 

ｍｖは現地の圧密試験により決定することが望ましいが、住宅では費用の点で難しいため、近隣データ

と E）または F）など複合的に判断する。特に地域の土質試験データの収集に努めることが重要である。

② Cvの推定についても地域性があるので地域の圧密試験データの収集が重要である。 
 

粘性土の圧密試験例 1） 

土質 中間土 シルト 粘土 高含水粘土 

含水比（％） 35～50 50～70 70～90 90～120 

ｍｖ（m2/kN) 0.5～0.8×10-3 0.4～1.3×10-3 0.5～1.6×10-3 0.6～2×10-3 

Cv(cm
2/day) 300～500 300～400 200～300 30～190 

  P=100kN/m２の場合 
 

10.その他 

① 改良時の沈下計算において、地中応力の算出は建築センター指針、小規模指針を参考にする。杭系の沈下

計算は等価荷重面法により増加地中応力の計算を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          

 

② ｍvなどの推定は比較的高度な地盤知識を必要とするため、沈下計算は経験豊富な技術者が行うことが望ま

しい。 

 

参考文献    1）土質工学会：土質試験法 昭 60.9 表 5.4.2 による 

 

等価荷重面法 
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